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株式会社オーバル 



連 結 注 記 表
　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 10社
連結子会社の名称

オーバルアシスタンス株式会社
株式会社山梨オーバル
株式会社宮崎オーバル
OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.
OVAL TAIWAN CO.,LTD.
HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.
HEFEI OVAL INSTRUMENT SALES CO.,LTD.
HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM CO.,LTD.
OVAL ENGINEERING INC.
OVAL ENGINEERING SDN. BHD.

(2) 主要な非連結子会社の名称
OVAL VIETNAM JVC. LTD.

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社 １社

OVAL VIETNAM JVC. LTD.
(2) 持分法適用の関連会社の数 ２社

山陽機器検定株式会社
OVAL THAILAND CO.,LTD.

(3) 持分法を適用しない関連会社の名称
株式会社新広宣伝社
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(4) 持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連 結 子 会 社 の う ち、OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.、OVAL TAIWAN
CO.,LTD.、 HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.、HEFEI OVAL
INSTRUMENT SALES CO.,LTD.、HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL
SYSTEM CO.,LTD.、OVAL ENGINEERING INC.、OVAL ENGINEERING
SDN. BHD.の決算日は12月末日であり、他の連結子会社の決算日は２月末日で
あります。
連結計算書類の作成にあたっては、各社の決算日現在の計算書類を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。

4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
　 その他有価証券
　 時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は主として総平均法により
算定)

　 時価のないもの…………………総平均法による原価法
② たな卸資産
　 商品・製品・半製品・仕掛品・原材料……移動平均法による原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定)

貯蔵品…………………………最終仕入原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)
当社及び国内連結子会社は、主として定率法(ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物(附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物は定額法)を採用し、在外連結子会社は主として定
額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ８年～50年
機械装置及び運搬具 ３年～10年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産
所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており
ます。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合

は、残価保証額）とする定額法を採用しております。
(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金…………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金……………………当社及び一部の連結子会社は、従業員の
賞与の支給に充てるため、賞与支給見込
額の当連結会計年度負担額を計上してお
ります。
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③ 役員退職慰労引当金……… 当社は、役員退職慰労金の支給に充てる
ため、内規に基づく、連結会計年度末要
支給額を計上しておりましたが、平成18
年７月以降新規の引当計上を廃止してお
ります。従いまして、当社の当連結会計
年度末の残高は、現任取締役が平成18年
６月以前に就任していた期間に応じて引
当計上した額であります。一部の連結子
会社は役員退職慰労金の支給に充てるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

④ 環境対策引当金……………‥環境対策に係る支出に備えるため、今後
発生すると見込まれる額を計上しており
ます。

⑤ 製品回収関連損失引当金……連結子会社の一部は、製造した一部の微
流量燃料油メーターの回収を行うことと
なり、今後発生が予想される費用の支出
に備えるため、合理的な金額を見積り、
計上しております。

　
(4) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 ① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　 工事進行基準(主に工事の進捗率の見積りは原価比例法)

　 ② その他の工事
　 工事完成基準
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(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。ただし、為替予約の振当処理の対象となっ
ている外貨建金銭債権債務については、当該為替予約の円貨額に換算しており
ます。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めておりま
す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっ
ております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…… 為替予約
ヘッジ対象…… 製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による

外貨建買入債務及び外貨建予定取引
③ ヘッジ方針
外国為替規程及び権限統制規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動
リスクを一定の範囲内でヘッジしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段の
キャッシュ･フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変
動額等を基礎にしてヘッジの有効性を評価しております。ただし、振当処理
によっている為替予約については有効性の評価を省略しております。
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(7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を
計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調
整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整
累計額に計上しております。
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い
た簡便法を適用しております。
② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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5. 会計方針の変更に関する注記
(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26
号 平成28年３月28日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当連結会計
年度から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見
直しております。
回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定め
る経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点において回収可能性
適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産及び
繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と
の差額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加算しております。
この結果、当連結会計年度の期首において、繰延税金資産(流動資産)が4,191
千円、繰延税金資産（投資その他の資産)が12,592千円、利益剰余金が16,783
千円増加しております。
当連結会計年度の期首の純資産に影響額が反映されたことにより、連結株主資
本等変動計算書の利益剰余金の期首残高が16,783千円増加しております。
　
(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適
用)
当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係
る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成
28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており
ます。
なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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6. 表示方法の変更に関する注記
(連結貸借対照表)
前連結会計年度において無形固定資産の「その他」に含めておりました「ソフ
トウェア仮勘定」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度において独立掲
記しております。
なお、前連結会計年度の「ソフトウェア仮勘定」は53,677千円であります。

7. 追加情報の注記
当社は、当連結会計年度において、賞与支給対象期間を、夏季賞与については
12月１日から５月31日を10月１日から３月31日に、冬季賞与については６月
１日から11月30日を４月１日から９月30日にそれぞれ変更いたしました。これ
により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ
れぞれ132,839千円減少しております。
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連結貸借対照表に関する注記
1．担保資産及び担保付債務

現金及び預金 12,600千円
建物及び構築物 153,279千円
機械装置及び運搬具 0千円
土地 4,608,724千円
　 計 4,774,604千円
短期借入金 472,822千円
長期借入金 433,605千円
　 計 906,428千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,980,870千円
3. 有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 4,228,792千円
4. 当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づ
き、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を再評価に
係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差
額金として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法……… 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第４号に定める路線価及び路
線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評
価額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日………………………………… 平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額と
の差額
（時価が帳簿価額を下回る金額） 1,791,180千円

5. 保証債務
OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.は関係会社の金融機関からの借入に対し、以
下のとおり債務保証を行っております。

OVAL THAILAND CO., LTD. 11,844千円
(THB 3,633千)
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式総数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当連結会計年度期首株式数当連結会計年度増加株式数当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式 26,180,000 － － 26,180,000

2. 自己株式の数に関する事項
（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首株式数当連結会計年度増加株式数当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式 3,775,793 － － 3,775,793

3. 配当に関する事項
(1)配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会 普通株式 89,616 4.0 平成28年３月31日平成28年６月29日
平成28年11月７日
取 締 役 会 普通株式 67,212 3.0 平成28年９月30日平成28年12月５日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 67,212 3.0 平成29年３月31日平成29年６月29日
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金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
当企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低
減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につい
ては四半期毎に時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）でありま
す。なお、デリバティブは外国為替規程に従い、実需の範囲で行うこととしており
ます。
2. 金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 2,897,230 2,897,230 －
(2)受取手形及び売掛金 5,502,397 5,502,397 －
貸倒引当金（※） △9,789 △9,789 －

5,492,608 5,492,608 －
(3)投資有価証券
　 その他有価証券 486,507 486,507 －
資産計 8,876,346 8,876,346 －
(1)支払手形及び買掛金 1,140,869 1,140,869 －
(2)短期借入金 901,112 901,112 －
(3)長期借入金 845,028 844,370 △657
負債計 2,887,009 2,886,352 △657
（※）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）1. 金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金及び預金並びに（2）受取手形及び売掛金
これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。
（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金並びに（2）短期借入金
これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。
（3）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。な
お、1年内返済予定の長期借入金を含めております。

2. 非上場株式(連結貸借対照表計上額84,758千円)は、市場価格がなく、かつ
将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握すること
が極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりませ
ん。

　
１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 557円57銭
2. １株当たり当期純利益金額 12円14銭
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重要な後発事象に関する注記
１.子会社の設立
当社は、平成29年２月27日開催の取締役会において、子会社の設立を決議し、

平成29年４月１日に設立いたしました。
(1) 子会社設立の目的
OEM契約を締結しているキャメロン社(Cameron International Corporation

本社米国)との取引拡大及び米国・カナダ・中南米等からの受注獲得。
(2) 設立する子会社の概要
①名称 OVAL Corporation of America

②所在地 米国テキサス州ヒューストン

③代表者 池田 國高

④事業内容 コリオリ流量計の組立・修理及び販売

⑤資本金 US$ 1,000,000.00

⑥設立年月日 平成29年４月１日

⑦出資比率 当社100％
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２.重要な設備投資
当社は平成29年２月８日の取締役会決議に基づき、平成29年４月20日付で、固

定資産を取得する契約を締結し、同日引渡しを受けました。
なお、取得した固定資産の概要は次のとおりであります。
(1) 取得の目的
現在の本社ビルは、日本生命保険相互会社との間で、当社所有の土地の一部に借
地権を設定し、共同で建設したビルであります。今回、借地権及び建物の日本生命
保険相互会社の保有持分を買取ることで、当社単独での保有とするものでありま
す。
買取った部分については、賃貸事業を引継ぎます。
(2) 取得資産の内容
①所在地 東京都新宿区

②内容 土地1,521.82㎡の借地権

建物床面積 6,076.35㎡ このうち、日本生命保険相互
会社の保有持分100分の50

③取得価額 423,000千円
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個 別 注 記 表
　
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法に関する事項
(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式………… 総平均法による原価法
その他有価証券

　 時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は総平均法によ
り算定）

　 時価のないもの…………………総平均法による原価法
(2) たな卸資産

製品・半製品・仕掛品・原材料……………… 移動平均法による原価法(貸借対照
表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定)

貯蔵品…………………………………… 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法に関する事項
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び
に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ８年～50年
機 械 及 び 装 置 ７年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。
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(3) リース資産
所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は、
残価保証額）とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準に関する事項
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上
しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上
しておりましたが、平成18年７月以降新規の引当計上を廃止しております。従
いまして、当事業年度末の残高は、現任取締役が平成18年６月以前に就任して
いた期間に応じて引当計上した額であります。

(5) 環境対策引当金
環境対策に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上してお
ります。
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4. 収益及び費用の計上基準に関する事項
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準(主に工事の進捗率の見積りは原価比例法)

(2) その他の工事
工事完成基準

5. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準に関する事項
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、為替予約の振当処理の対象となっている
外貨建金銭債権債務については、当該為替予約の円貨額に換算しております。

6. ヘッジ会計の方法に関する事項
(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によってお
ります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 …… 為替予約
ヘッジ対象 …… 製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入によ

る外貨建買入債務及び外貨建予定取引
(3) ヘッジ方針

外国為替規程及び権限統制規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リス
クを一定の範囲内でヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャ
ッシュ･フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を
基礎にしてヘッジの有効性を評価しております。
　ただし、振当処理によっている為替予約については有効性の評価を省略してお
ります。

7. 退職給付に係る会計処理の方法に関する事項
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

8. 消費税等の会計処理に関する事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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9. 会計方針の変更に関する注記
(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26
号 平成28年３月28日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当事業年度
から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直し
ております。
回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定め
る経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点において回収可能性適用
指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産及び繰延
税金負債の額と、前事業年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額
を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加算しております。
この結果、当事業年度の期首において、繰延税金資産(流動資産)が4,191千
円、繰延税金資産（投資その他の資産)が12,592千円、繰越利益剰余金が
16,783千円増加しております。
当事業年度の期首の純資産に影響額が反映されたことにより、株主資本等変動
計算書の繰越利益剰余金の期首残高が16,783千円増加しております。
　
(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適
用)
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年
度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る
減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
　

10. 追加情報の注記
当社は、当事業年度において、賞与支給対象期間を、夏季賞与については12
月１日から５月31日を10月１日から３月31日に、冬季賞与については６月１日
から11月30日を４月１日から９月30日にそれぞれ変更いたしました。これによ
り、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ
132,839千円減少しております。
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貸借対照表に関する注記
1. 担保資産及び担保付債務

建物及び構築物 56,809千円
機械及び装置 0千円
土 地 4,511,000千円
　 計 4,567,809千円
短期借入金 470,000千円
長期借入金 420,000千円
　 計 890,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 5,786,205千円
3. 有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 4,228,792千円
4. 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業
用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税
金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純
資産の部に計上しております。
・再評価の方法……… 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第４号に定める路線価及び路
線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評
価額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日………………………………………平成14年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
（時価が帳簿価額を下回る金額） 1,791,180千円

5. 保証債務
OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.(関係会社)の金融機関からの借入金他
546,904千円(SG$4,540千他)に対し債務保証を行っております。

6. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　 短期金銭債権
　 短期金銭債務

218,645
239,283

千円
千円
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損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　 売上高 738,873千円
　 仕入高 1,584,820千円
　 その他の営業取引高(支払等) 132,905千円
　 営業取引以外の取引高(収益) 79,645千円
　
株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

(単位：株)
株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式 3,775,793 － － 3,775,793
　

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産
　退職給付引当金 315,049千円
　賞与引当金 128,686千円
　固定資産の評価額に係る一時差異 38,581千円
　貸倒引当金 4,187千円
　たな卸資産評価損 5,303千円
　役員退職慰労引当金 2,351千円
　その他 27,576千円
　 繰延税金資産小計 521,736千円
　評価性引当額 △295,009千円
　 繰延税金資産合計 226,727千円

　 繰延税金負債
　固定資産圧縮積立金 △110,378千円
　その他有価証券評価差額金 △55,961千円
　その他 △224千円
　 繰延税金負債合計 △166,564千円
　繰延税金資産の純額 60,162千円
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

(単位：千円)

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
OVAL ASIA
PACIFIC
PTE. LTD.

直接
80.0％

当社製品の製
造及び販売
役員の兼任
債務保証

債務保証

(注)
546,904 ― ―

　(注）OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.の金融機関からの借入金他に対し、債務保証をしており
ます。　

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 490円04銭
2. １株当たり当期純利益金額 12円09銭
　
重要な後発事象に関する注記
１.子会社の設立
当社は、平成29年２月27日開催の取締役会において、子会社の設立を決議し、

平成29年４月１日に設立いたしました。
(1) 子会社設立の目的
OEM契約を締結しているキャメロン社(Cameron International Corporation

本社米国)との取引拡大及び米国・カナダ・中南米等からの受注獲得。
(2) 設立する子会社の概要
①名称 OVAL Corporation of America

②所在地 米国テキサス州ヒューストン

③代表者 池田 國高

④事業内容 コリオリ流量計の組立・修理及び販売

⑤資本金 US$ 1,000,000.00

⑥設立年月日 平成29年４月１日

⑦出資比率 当社100％
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２.重要な設備投資
当社は平成29年２月８日の取締役会決議に基づき、平成29年４月20日付で、固

定資産を取得する契約を締結し、同日引渡しを受けました。
なお、取得した固定資産の概要は次のとおりであります。
(1) 取得の目的
現在の本社ビルは、日本生命保険相互会社との間で、当社所有の土地の一部に借
地権を設定し、共同で建設したビルであります。今回、借地権及び建物の日本生命
保険相互会社の保有持分を買取ることで、当社単独での保有とするものでありま
す。
買取った部分については、賃貸事業を引継ぎます。
(2) 取得資産の内容
①所在地 東京都新宿区

②内容 土地1,521.82㎡の借地権

建物床面積 6,076.35㎡ このうち、日本生命保険相互
会社の保有持分100分の50

③取得価額 423,000千円
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